別添 参考様式
行政立法手続に関する意見

	氏名（法人又は団体の場合は名称及び担当者の氏名）※
	（社）日本画像医療システム工業会
法規・経済部会　部会長　早川登志雄（事務局：梅田尚志）

	住所（法人又は団体の場合は所在地）※
	〒113-0034

東京都文京区湯島2-18-12　湯島KCビル

	連絡先電話番号※


	０３（３８１６）３４５０

	匿名希望の有無


	　無

	○アンケート（よろしければご協力ください）

	Ｑ１
	「行政立法」とはどのようなものか、知っていましたか？

　１：知っていた　２：知らなかった
	１

	Ｑ２
	現行のパブリック・コメント手続を利用したことがありますか？

１：利用したことがある　２：利用したことがない


	１

	Ｑ３
	今回の意見募集を何で知りましたか？

　１：インターネット　２：新聞・雑誌等　３：その他
	１
（３の場合、具体的に）



	○行政立法手続に関する意見※

	論点項目

番　　号
	意　　見

	１
	制度創設の理念・目的については、法を遵守する上でも非常に重要なことと考える。そのためにも広く国民の声を聞く仕組みとして、その運用をスムースに進行させるために必要と考える。



	２（２）
	適用範囲（その２）

行政を実施する機関ごとに手続きが必要と考える。行政立法の具体的な分野になればなるほど、実地にあっては、法解釈についての論議がされるケースがあると考えるため、最低限、論点に挙げられている範囲は必要と考える。



	２（４）
	適用範囲（その４）

論点に挙げられている内容から、次々変化する事業環境を踏まえると、迅速あるいは緊急に対応すべき状況が出た場合、について考慮いただければ幸いと考える。

但し、規制の設定又は改廃について本手続きによらない場合であっても、事後、その理由を明らかにすることが必要と考える。



	３（１）
	意見提出手続き　(１)手続きの流れ

現行に示される手続きの流れに沿って、進めていただければ幸いと考える。



	３（２）
	意見提出手続き　(２)案の公表

公表される案については、その内容（法、施行令、施行規則、通知など）に応じ、その内容についての理解がされるように適切な情報を添付いただきたい。とりわけ、論点内容にあげられている項目については、お願いしたい。

公表時期については、施行あるいは実施に伴う対応の準備期間について考慮した上で、公表をお願いしたい。

また、公表手段については、各省庁（例：厚生労働省）ＨＰから横断的に活用できるシステムとすべきと考えるが、活用しやすいＨＰとしていただきたい。

また、ＨＰを補完する意味で、官報に準ずる週刊誌化した印刷物もあると国民の意識をより高めるために効果的であると考える。



	３（３）
	意見提出手続き　(３)意見等の提出期間
平成１１年３月の閣議決定に示される「１か月程度を目安」を目標としていただきたい。

意見について、団体等として提出する場合には、意見の検討・集約を行うため、少なくとも、目安とする期間は考慮いただきたい。



	３（６）
	意見提出手続き　(６)審議会手続きとの関係

意見募集後に審議会を実施するべきと考える。そのためにも、十分な意見収集について実施していただきたい。



	３（８）
	意見提出手続き　(８)結果の公表

提出された意見については、行政機関の考え方を踏まえて、採択、不採択に関わらず、公表願いたい。



	３（９）
	意見提出手続き　(９)その他

意見募集終了後、公布までの期間については、一定の目安が必要と考える。意見募集終了後、結果公表までに一定の目安を設け、その後、公布とするようにお願いしたい。

また、施行までの期間についても規制緩和の場合は交付後即日とすべきだが、規制強化に相当する場合は、相応の周知及び対処するための期間を設けるべきと考える。




（記載要領）

・　※欄は必ずご記入ください。

・　論点項目番号は、資料１の「【論点の項目】」欄の数字又は資料２の質問に付されているアルファベットを記入してください（資料１、２に記載のない事項の場合は空欄で結構です）。
・　意見記載欄は適宜追加していただいて結構です。

